
～

　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

平成23年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 2-08 部・課

事　業　名 雇用創出関係基金事業

06 07 09

ふるさと雇用再生特別基金事業実施要領、緊急雇用創出事業実施要領

実施方法
国庫･
県単

直接実施・補助金（市町村）・委託（民間、NPO法人、その他団体など）

実施期間 H20 H24 根拠法令等

国庫補助事業

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

・厳しさが続く県内の雇用状況に対応するため、緊急雇用創出基金を活用し、県及び市町村が雇用機会を創出する事業を実
施する。
なお、ふるさと雇用再生特別基金による事業は平成23年度末で終了。

対　象 地域求職者及び離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者、未就職卒業者、東日本大震災で被災した求職者等

目指すべき姿 県及び市町村の事業実施により雇用機会の創出を図る。

事業内容 ・県及び市町村が基金を活用し、雇用を創出するための事業を直接又は委託により実施する。

23年度 24年度（当初）

7,379,657②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 2.00

千円 6,353,979

千円

23年度事業費の主な内訳

千円 9,368,651 3,615,486 市町村補助金　4,175,910千円

介護雇用プログラム　465,850千円
新規就農準備研修事業　106,990千円
新卒未就職者人材育成事業　148,260千円

千円 6,337,345 8,321,422 ―

千円

16,634 16,516 16,516

2.00 2.00

8,337,938 3,632,002

0

23年度

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

千円
／人

745

□　余地あり

左記以外のH23年度実績

ふるさと雇用再生特別基金事業の雇用創出人数(成） 人

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価

24年度（見込）

（効率指標　算出式）
　概算事業費　／　雇用創出人数

緊急雇用創出事業の雇用創出人数(成) 人

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
　雇用創出１人当り

□　余地あり

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・東日本大震災及び長野県北部地震の発生、原子力発電所の被災等による電力不足、歴史的な円高などの影響
により日本経済は低迷しており、依然厳しい雇用情勢であることから、より一層取り組みを強化していく必要がある。

特記事項

□　余地なし

⑤
事
業
の
課
題

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明

県の関与を見直す
余地

1,124 1,363

・東日本大震災及び歴史的な円高等の影響による日本経済の
低迷などにより、雇用情勢は厳しいことから、引き続き本事業の
実施による雇用の創出が求められている。
・平成22年度より市町村補助金の交付事務を地方事務所長に委
任し、効率化を図った。

b
期待どおり

■　横ばい □　減少

■　当面余地なし
事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　増加

2,664

・H21～H23年の年度計画に基づきH23年度は、ふ
るさと雇用再生特別基金事業で378人、緊急雇用
創出事業で4,507人の雇用を創出する。

H23年度において、ふるさと雇用再生特別基金事業で651人、緊急雇用創
出基金事業で6,766人の雇用を創出した。

区　分

内　線

E-mail

担
当
課

商工労働部 労働雇用課

2477

rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

■　余地なし □　当面余地なし

6,950 6,766

判　定　・　説　明

826

評価区分

651


